
 
米国金融・経済 
12 月 16～17 日の米連邦公開市場委員会（FOMC）では、政策金利（0～0.25％）について、前

回までの「相当な期間維持する」との文言を残しつつ、政策の正常化に向けては「忍耐強く」対

応するという方針が示された。また、イエレン FRB 議長は FOMC 後の会見で、少なくとも次回（1

月）と次々回（3月）の FOMC で利上げを実施する可能性は低いと説明している。 

米国の経済指標をみると、雇用統計（12 月）の失業率は 5.6％と前月（5.8％）から改善した

ほか、非農業部門雇用者数は 25.2 万人増と、事前予測（24.0 万人増：ブルームバーグ社集計）

を上回った。ただし、時間当たり賃金については予想に反して減少したことから、利上げ先送り

観測が高まっている。 

 

国内金融・経済 

1 月 20～21 日の日銀金融政策決定会合では、マネタリーベースが年間 80 兆円（10 月 31 日に

これまでの 60～70 兆円から強化）に相当するペースで増加するよう金融市場調節（長期国債、

ETF、J-REIT、CP・社債などの買入れ、長期国債の平均残存期間長期化）を行うことを軸とし、

15 年度を中心とする期間内に 2％の「物価安定の目標」を実現することを目指す量的・質的金融

緩和の維持が決まった。また、貸出増加支援や成長基盤強化支援、被災地支援の期限を 1年間延

長するとともに、成長基盤強化支援については各金融機関の上限を 1兆円から 2兆円へ、総枠を

7兆円から 10 兆円にそれぞれ引き上げることなどが決まった。 

日本の経済指標をみると、機械受注（船舶・電力を除く民需）の 11 月分は、前月比 1.3％と 2

ヶ月ぶりに増加したが、内閣府は基調判断を下方修正した。一方、11 月の鉱工業生産指数（確

報値）は、前月比▲0.5％と 3 ヶ月ぶりに低下したものの、製造工業生産予測調査によると、12

月は同 3.2％、12 月は同 5.7％とともに上昇する見込み。このように経済指標の結果はまちまち

であり、消費税増税後に大きく落ち込んだ日本経済の持ち直しには鈍さが残っている。 

 

金利・株価・為替・原油相場 

長期金利（新発 10 年国債利回り）は、10 月末に日銀が QQE を強化したほか、世界経済の減速

懸念が高まったことに原油価格の大幅下落が加わり、1 月中旬には一時 0.2％割れとなるなど、

史上最低水準で推移している 

日経平均株価は、10 月末に年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）が運用比率を見直した

ほか、円安・原油安の進行などもあって、12 月上旬には約 7年 4ヶ月ぶりに一時 18,000 円台を

回復した。しかし、12 月中旬に原油価格の急速な下落による金融市場の混乱や、円安一服を受

けて弱含み、1月以降は 17,000 円を割り込む場面も散見されている。 

ドル円相場は、12月下旬には、7～9月期の米GDP確定値が前期比年率5.0％と改定値（同3.9％）

から上方修正されたことなどから、一時 120 円台半ばまで円安・ドル高が進行した。しかし、米

国の利上げ観測後退や原油安進行などを受けて円高・ドル安となり、1 月中旬には 1 ドル＝118

円前後となっている。 

原油相場（NY 市場・WTI 期近）は、米国でシェールガス・オイルの開発が進む中、11 月末に

石油輸出国機構（OPEC）が石油減産を見送ったことや世界経済の低成長の長期化懸念から供給過

剰感が広がり、1月中旬には 1バレル＝40 ドル台後半と 5年 7 ヶ月ぶりの水準まで下落した。 

（2015.1.21 現在） 

今月の情勢 ～経済・金融の動向～ 

情勢判断 



    

 

 

内外の経済・金融グラフ 

※ 詳しくは当社ホームページ（http://www.nochuri.co.jp）の「今月の経済・金融情勢」へ 
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（千億円） 国内：機械受注（船舶・電力を除く民需）

機械受注受注額（季調済）
3ヶ月移動平均
四半期実績・翌期見通し

（資料）Bloomberg（内閣府「機械受注統計」）より作成

10～12月期見通し
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（％）（％） 国内：鉱工業生産

前月比（季調済・左軸）

前年比（右軸）

（資料）Bloomberg（経済産業省「鉱工業生産」）より作成
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（ドル/バレル） 国際原油市況
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OPEC原油バスケット価格

（資料）Bloombergより作成
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見通し

米国：経済成長予測

実績
15年1月予測

(資料）Bloomberg (米商務省）より作成。見通しはBloomberg社調査

（前期比年率：％）
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(2010年基準) 国内：消費者物価指数（前年比）
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（資料）日経NEEDS-FQ（総務省「消費者物価指数」）より作成
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（％）（％） 日米独の長期金利

日本新発10年国債利回り（左軸）

米国財務省証券10年物国債利回り（右軸）

独国10年国債利回り（右軸）

（資料）Bloombergより作成


